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図２-１ 用語の定義 

第１章 ごみ処理の現状と課題 

１ 用語の定義                                  

 本計画では、家庭から排出されるごみを「家庭系ごみ」、事業所から排出されるごみのう

ち産業廃棄物を除くごみを「事業系ごみ」と呼ぶこととします。 

 家庭系ごみと事業系ごみを合わせたごみを「ごみ排出量」とし、これに集団資源回収や拠

点回収などを合わせたごみを「ごみ総排出量」とします。 

 なお、事業所独自の処理やリサイクル、家庭での生ごみの自家処理などを行っているもの

を「潜在ごみ」とし、「ごみ総排出量」と合わせて「ごみ発生量」としますが、潜在ごみ量

は把握が困難なため、目標設定等の合計量には含めないものとします。 
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潜在ごみ      ・事業所独自の処理やリサイクル 

（量の把握が困難なもの）  ・家庭での自家処理など 

集団資源回収   ・住民団体による資源回収事業 

拠点回収など   ・公共施設等での拠点回収 

計画収集ごみ 

 ・ステーション収集 

 ・庭先収集 

直接搬入ごみ 

・許可業者の搬入 

 ・事業所の自己搬入 

 

直接搬入ごみ 

 ・許可業者の搬入 

 ・事業所の自己搬入 
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図２-２ ごみ処理フロー 

２ ごみ処理フロー                               
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（家庭系）
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集団資源回収
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（破砕処理）

（資源化処理）
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鉄くず
指定法人/

再商品化事業者
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緑農地還元
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破砕処理残渣

資源選別残渣

事業系

事業系
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生ごみ処理残渣

破砕転圧機

（破砕処理）
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表２-１ ごみの処理主体 

資源ごみは、古紙類（新聞紙、雑誌）、紙製容器包装、紙パック、段ボール、ペットボト

ル、プラスチック製容器包装、缶類（スチール、アルミ）、びん類（茶色、無色、その他）

を資源リサイクルセンターで選別、圧縮等の処理を行って保管した後、容器包装に係る分別

収集及び再商品化の促進等に関する法律（以下「容器包装リサイクル法」という。）の指定

法人や資源回収業者へ売却または、引渡しを行い、リサイクル不適物は埋立処分しています。      

粗大ごみは、資源リサイクルセンターの破砕選別設備において、鉄類、アルミ類、その他

破砕物の選別を行い、鉄類、アルミ類はリサイクル、その他の破砕物は埋立処分しています。   

生ごみは、下水処理センターのバイオマス混合調整棟で、下水道汚泥やし尿等と混合して

バイオガス化処理を行い、取り出したメタンガスは、汚泥乾燥機等の燃料として使用すると

ともに、乾燥させた汚泥は、下水汚泥肥料として緑農地還元しています。バイオマス混合調

整棟で選別されたビニール袋等の異物は、クリーンセンターの最終処分場で埋立処分して

います。 

 有害ごみと枝木は、処理業者に処理を委託し、資源化しています。 

普通ごみと破砕しないごみは埋立処分しています。 

 

 

３ ごみの処理主体                              

 普通ごみ、生ごみ、粗大ごみ、破砕しないごみ及び資源ごみは、収集運搬から最終処分ま

でを市が事業主体となり実施しています。 

資源ごみと拠点回収物は、収集運搬から選別保管まで市が事業主体となり、指定法人や再

商品化事業者へ売却または引き渡しをしています。 

有害ごみと枝木は、収集運搬から選別保管まで市が事業主体となり、処理業者に処理（リ

サイクル）を委託しています。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ごみの分類 排出抑制 ごみの分別 収集運搬
中間処理

（リサイクル・処理等）
最終処分

普通ごみ -

生ごみ 市（委託）

粗大ごみ 市（委託）

破砕しないごみ -

資源ごみ

拠点回収

有害ごみ

枝木

排出者 排出者 市（委託）

市（委託）

指定法人

再商品化事業者
-

処理業者
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図２-３ ごみ排出量の推移 

表２-２ 種類別の排出量 

12,825 12,537 12,718 12,567 12,391 

5,227 5,481 5,267 5,241 5,500 
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家庭系ごみ 事業系ごみ

４ ごみ排出量の推移                               

 ここ数年の家庭系ごみの排出量は、12,000ｔ台、事業系ごみは 5,000ｔ台、合わせた排出

量は 18,000ｔ前後で推移しており、平成 20 年 10 月の家庭系ごみ有料化以降、横ばい傾向

が続いています。また、種類別の排出量を表２-２に示します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【ｔ/年】 

【年度】 

18,053 18,018 17,985 17,808 17,891 

H27 H28 H29 H30 H31

12,825 12,537 12,718 12,567 12,391

7,336 7,143 7,201 7,023 6,760

1,285 1,292 1,459 1,538 1,551

1,427 1,413 1,411 1,376 1,369

粗大ごみ 190 168 167 181 163

破砕しないごみ 450 403 394 404 440

資源ごみ 1,987 1,961 1,914 1,872 1,970

有害ごみ 8 9 7 7 6

枝木 141 147 164 166 131

5,227 5,481 5,267 5,241 5,500

5,170 5,397 4,885 4,855 5,111

54 82 380 384 388

4 2 2 2 1

項目（ｔ）

普通ごみ

生ごみ

資源ごみ

家庭系ごみ

普通ごみ

自己搬入

生ごみ

事業系ごみ
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 ここ数年の１人１日あたりのごみ排出量は、840ｇ/人・日程度で推移しており、北海道の

目標値である 900ｇ/人・日を下回っていますが、１人１日あたりの家庭系ごみ排出量は 590

ｇ/人・日程度で推移しており、北海道の目標である 550ｇ/人・日を上回っています。 

 

 

 

   

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【ｇ/人・日】 

【年度】 

北海道のごみ排出量目標（900ｇ） 

北海道の家庭系ごみ排出量目標（550ｇ） 

図２-４ １人 1 日あたり排出量の推移 



18 

 

588 556 471 

1,500 

718 

1,543 1,471 1,719 

1,458 

1,529 

2,747 2,671 2,575 

2,341 

2,127 

23.4
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2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

H27 H28 H29 H30 H31

直接資源化量
中間処理後再生利用量
集団資源回収量
リサイクル率
リサイクル率（北海道平均）

図２-５ 資源化量とリサイクル率の推移 

５ 資源化量の推移                                   

 資源化量は、平成 25 年度の 5,133ｔをピークに減少傾向で推移していましたが、平成 30

年度は、台風による風倒木が大量に発生し、枝木の処理量が多くなったため増加しています。 

リサイクル率は平成 30 年度に直接資源化量が多くなったことから、24.4％に上昇しまし

たが、北海道のリサイクル率の目標である 30％を下回っています。 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※「環境省 一般廃棄物実態調査 処理状況」（平成 31 年度報告）によります。 

 

リサイクル率 … 資源化量（直接資源化量、中間処理資源化量及び集団資源回収量）が、

ごみ総排出量に占める割合のこと。 

 

直接資源化量 … 再資源化を行う施設を経ずに、直接リサイクルを行う業者に搬入され

る量のこと 

 

中間処理資源化量 … 破砕処理や、バイオガス化処理など、資源化を行う施設における再

生利用量 

【ｔ/年】 【％】 

【年度】 

北海道のリサイクル率の目標（30％） 
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表２-３ 集団資源回収量 

表２-４ 生ごみ搬入量及び処理量 

６ 発生抑制及び減量化、再生利用の施策実施状況                       

（１）集団資源回収 

  町内会などの住民団体が行う集団資源回収に対し、奨励金の交付を行っています。回収

量は、減少傾向で推移しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）生ごみのバイオガス化処理 

  生ごみを分別収集し、下水処理センターでバイオガス化処理を行っています。発生した

メタンガスは、施設内の燃料として使用し、残った残渣は、乾燥おでい肥料として緑農地

還元しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

単位 H27 H28 H29 H30 H31

家庭系生ごみ搬入量 t 1,427 1,413 1,411 1,376 1,369

事業系生ごみ搬入量 t 54 82 380 384 388

搬入量合計 t 1,481 1,495 1,791 1,760 1,757

残渣量 t 338 328 375 358 378

残渣率 ％ 22.80 21.91 20.92 21.21 21.51

バイオガス化処理量 t 1,143 1,167 1,416 1,402 1,379

単位 H27 H28 H29 H30 H31

団体 120 121 122 122 121

t 2,747 2,671 2,575 2,341 2,127

新聞紙 t 1,822 1,755 1,708 1,528 1,389

雑誌 t 298 294 253 233 189

段ボール t 505 499 506 476 447

紙パック t 29 29 28 27 24

雑紙 t 3 2 2 2 2

t 9 9 9 8 7

アルミ缶 t 30 30 30 30 29

スチール缶 t 6 10 4 3 3

くず鉄 t 20 20 12 18 20

布 t 14 12 12 12 15

ﾋﾞｰﾙｹｰｽ等 t 11 11 11 3 2

実施団体数

合　計

紙

びん

金

属

そ

の

他
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表２-５ 拠点回収量 

表２-６ 直接処理委託量 

表２-７ コンポスト及び電動生ごみ処理機助成台数と減量効果 

（３）拠点回収 

古着・古布、廃食用油、小型家電、ミックスペーパーを公共施設等で拠点回収していま

す。回収された資源物は、直接再商品化事業者に出荷され、リサイクルされています。回

収量は、全ての種類が増加傾向で推移しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）直接処理委託 

  リサイクルのため、蛍光管、乾電池、枝木を分別収集し、直接処理委託によりリサイク

ルをしています。排出量は減少傾向で推移していましたが、台風により発生した風倒木の

影響により、平成 30 年度の枝木の排出量が増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）コンポスト及び電動生ごみ処理機の購入助成 

  家庭から排出される生ごみの減量化及び資源化の促進を図るため、コンポスト及び電

動生ごみ処理機の購入費の一部を助成しています。助成台数の減少に伴い、減量効果も減

少傾向で推移しています。 

 

 

 

 

 

 

項目（ｔ） H27 H28 H29 H30 H31

蛍光管 2 5 2 1 1

乾電池 7 11 9 4 10

枝木 239 213 267 1,071 47

合計 249 229 278 1,076 58

項目（ｔ） H27 H28 H29 H30 H31

古着・古布 15 18 23 28 50

廃食用油 2 2 3 3 3

小型家電 10 12 12 16 59

ミックスペーパー - - 30 119 183

合計 27 32 68 167 295

単位 H27 H28 H29 H30 H31

コンポスト 台 82 61 62 59 48

電動生ごみ処理機 台 9 11 16 10 12

減量効果 t 70 57 47 39 31
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表２-８ リユース家具販売台数と重量 

（６）粗大ごみリユース事業 

粗大ごみとして排出されたものの中から、まだ使用できる家具や自転車に簡易的な修

繕を加え、リユース品として安価で販売しています。１年間で約 160 台、6ｔ程度の家具

等が再利用されています。 

 

 

 

 

 

 

（７）減量化推進事業 

  市民団体と協働し、生ごみの減量化・資源化の推進事業を行っています。コンポスト使

用講習会や段ボールを使用した生ごみのたい肥化についての講習会、庭先講習、環境教育

講習会を行い、平成 31 年度は、約 700 人が参加しています。 

 

（８）食品ロスの削減 

  食品ロスを削減するため、平成 28 年度から「全国おいしい食べきり運動ネットワーク

協議会」に参加し、啓発ポスターを用いた市民及び飲食店等の事業者への啓発を行ってい

ます。また、小学生を対象としたエコクッキングを行い、平成 31 年度は約 200 人が参加

しています。 

 

（９）出前講座の実施 

小学生や町内会、市民団体等を対象として、出前講座や施設見学会を開催し、市民がご

みに対しての問題を認識できる場を設けています。平成 31 年度は 7 団体 300 人程度が受

講しています。 

 

（10）ごみ通信の発行 

ごみに関する情報発信を行うため、月に１度「き・た・ひ・ろごみ通信」を発行し、町

内会回覧やホームページへの掲載による周知・啓発を行っています。平成 26 年度に創刊

し、第 72 号まで発行しています。（令和 2 年 3 月 31 日現在） 

 

 

 

 

 

 

単位 H27 H28 H29 H30 H31

リユース家具販売台数 台 155 178 167 164 152

重量 ｔ 7 5 6 5 7
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表２-９ 収集エリア 

表２-１０ 指定ごみ袋の概要 

７ 収集運搬実績                                  

（１）計画収集区域 

計画収集区域は、市の全行政区域としています。 

 

（２）収集運搬体制 

【収集エリア】 

  市全域を３地区６エリアに区分して収集を行っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

【収集方式・収集形態】 

 ■収集方式 

  粗大ごみ以外は、ステーション方式を基本としています。粗大ごみは、エリアごとに月

１回の収集日を設け、電話申し込みによる戸別収集を行っています。 

   

  ステーション数：1,103 箇所（令和２年 3 月 31 日現在） 

  粗大ごみ受付数：4,708 件（9,934 個）（平成 31 年度実績） 

 

■収集形態 

  分別の徹底や収集作業の安全性・効率性を向上 

させるほか、市の景観維持、事業系ごみの排除の 

観点から、有料の市指定ごみ袋による収集を行っ 

ています。（資源、粗大ごみを除く） 

 

 

 

 

 

 

 

A B C D E F

地

域

名

西の里、西の里東、

西の里南、西の里

北、虹ヶ丘、植木村

（大曲）、共栄、共

栄町、北の里

朝日町、東共栄、稲

穂町西、稲穂町東、

東の里、美咲き野、

中の里町内会（中の

沢、富ヶ岡）中央

（1.2丁目）

北進町、広葉町、輝

美町、栄町、美沢、

南の里、富ヶ岡、新

富町西、新富町東、

中央（3～6丁目）、

中の沢

青葉町、若葉町、白

樺町、緑陽町、松葉

町、南町、泉町、里

見町、山手町、高台

町

大曲中央、大曲末

広、大曲光、大曲並

木、大曲幸町、大

曲、大曲緑ヶ丘

大曲柏葉、大曲南ヶ

丘、大曲工業団地、

希望ヶ丘、輪厚、輪

厚元町、輪厚中央、

島松、三島、仁別

月・木地区 火・金地区 水・土地区

種類 分別区分

3 L 6 円

5 L 10 円

10 L 20 円

5 L 10 円

10 L 20 円

20 L 40 円

40 L 80 円

10 L 20 円

40 L 80 円

普通ごみ 1 枚 80 円

200 円

400 円

600 円

ごみ

処理券 粗大ごみ 1 枚

容量、枚数 値段（円/枚）

生ごみ

普通ごみ

破砕

しないごみ

指定袋
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表２-１１ 家庭系ごみ収集運搬量 

【収集頻度】 

地区ごとに、普通ごみと生ごみは週２回、破砕しないごみ、資源ごみ、危険ごみ、有害

ごみは週１回ごみステーションで収集しています。枝木は、7 月と 10 月に無料で地区ご

とに週２回ごみステーションで収集しています。 

 

（３）収集運搬量 

 収集運搬量は、人口減少やクリーンセンターへの自己搬入量の増加により減少傾向で

推移しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）庭先収集 

要介護認定や身体障害者手帳の交付を受けている方など自らごみをごみステーション

に排出することが困難な方への支援として、自宅の庭先からごみ収集を行う庭先収集（戸

別収集）を行っています。平成 31 年度の対象者は、165 件となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

H27 H28 H29 H30 H31

11,540 11,245 11,259 11,029 10,839

7,336 7,143 7,201 7,023 6,760

1,427 1,413 1,411 1,376 1,369

粗大ごみ 190 168 167 181 163

破砕しないごみ 450 403 394 404 440

資源ごみ 1,987 1,961 1,914 1,872 1,970

有害ごみ 8 9 7 7 6

枝木 141 147 164 166 131

普通ごみ

生ごみ

項目（ｔ）

家庭系ごみ収集運搬量
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表２-１２ 資源リサイクルセンターの概要 

表２-１１ バイオマス混合調整棟の概要 表２-１３ バイオマス混合調整棟の概要 

８ 中間処理実績                                 

（１）中間処理施設の概要 

  クリーンセンター内の資源リサイクルセンターにおいて、粗大ごみの破砕処理及び資

源ごみの資源化処理を行うとともに、下水処理センター内のバイオマス混合調整棟にお

いて、生ごみ、し尿・浄化槽汚泥及び下水道汚泥のバイオガス化処理を行っています。施

設概要を以下に示します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資源リサイクルセンター

北広島市輪厚723番地

16ｔ/日

処理方式 破砕・選別方式

処理対象物 粗大ごみ

破砕設備 乾式高速回転破砕機

殲滅設備 磁選機、粒度選別機、風力選別機、アルミ選別機、金属プレス機

集じん設備 サイクロン、バグフィルター

処理方式 選別・圧縮・梱包方式

処理対象物 資源ごみ

選別設備 破袋機、選別コンベア、磁選機

圧縮設備 金属プレス機

梱包設備 圧縮梱包機

破

砕

処

理

資

源

化

処

理

施設名

所在地

処理能力

バイオマス混合調整棟

北広島市富ヶ岡916番地2

17ｔ/日

破砕・選別＋バイオガス化処理方式

生ごみ、し尿浄化槽汚泥、下水道汚泥

破砕選別装置、異物除去装置

下水処理センター　消化槽（中温発酵）

下水処理センター　脱水機、汚泥乾燥機

処理方式

処理対象物

破砕選別設備

発酵槽

汚泥処理

施設名

所在地

処理能力
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表２-１４ 破砕処理量 

表２-１５ 資源化処理量 

（２）中間処理量 

 ①破砕処理 

  搬入された粗大ごみのうち鉄類を多く含むものは、破砕処理を行わず粗大鉄くずとし

て回収業者へ売却しています。また、簡易的な修繕により再使用できる家具や自転車は、

粗大ごみリユース品として安価で販売しています。その他の粗大ごみは、破砕処理で減容

するとともに、有価物の回収を行っており、破砕処理残渣は埋立処理、有価物は破砕鉄く

ずとして売却しています。 

  

 

 

 

 

 

 

 

  

②資源化処理 

  搬入された資源ごみは、破袋機で破袋した後に、選別コンベアで不適物を取り除き、圧

縮梱包して出荷します。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

単位 H27 H28 H29 H30 H31

t 1,990 1,963 1,917 1,874 1,971

資源出荷量 t 1,599 1,538 1,540 1,500 1,589

資源不適物残渣 t 392 425 376 374 382

％ 19.7 21.7 19.6 19.9 19.4

資源化処理量

残渣率

単位 H27 H28 H29 H30 H31

ｔ 264 281 283 310 249

破砕鉄くず出荷量 ｔ 6 8 18 11 8

破砕処理残渣 ｔ 258 273 264 300 241

％ 97.7 97.1 93.5 96.6 96.7

破砕処理量

残渣率
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表２-１６ バイオガス化処理量 

表２-１７ 最終処分場の概要 

 ③バイオガス化処理 

  下水処理センターに搬入された生ごみは、破砕してし尿・浄化槽汚泥と混合し、消化槽

で中温発酵によりメタンガスを発生させます。メタンガスは、下水処理センターの汚泥乾

燥機とボイラーの燃料として使用し、残った汚泥は乾燥おでい肥料として緑農地還元し

ています。事業者への啓発により事業系生ごみ搬入量は増加傾向で推移していますが、家

庭系生ごみは減少しており、搬入量合計は横ばいとなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

９ 最終処分実績                               

（１）最終処分場の概要 

 

 

 

 

 

 

  最終処分場は、資源リサイクルセンターと同一の敷地内に設置しており、昭和 54 年 4

月から管理・運営を行い、現在は第６期の最終処分場で埋立処分を行っています。 

  最終処分場で埋め立てている対象物は、普通ごみ、破砕しないごみ、破砕処理残渣、資

源不適物残渣、生ごみ不適物残渣です。 

 

（２）最終処分量の実績 

  最終処分量は、平成 18 年度の 22,725ｔをピークに、ごみの有料化や分別収集の実施に

より減少してきましたが、近年は 15,000ｔ程度で横ばい傾向にあります。 

 

 

 

施設名 北広島市最終処分場 埋立構造 準好気性埋立構造

所在地 北広島市輪厚723番地 埋立開始年 昭和54年

埋立全体容量 1,153,900㎥ 残余容量 62,766㎥

単位 H27 H28 H29 H30 H31

家庭系生ごみ搬入量 t 1,427 1,413 1,411 1,376 1,369

事業系生ごみ搬入量 t 54 82 380 384 388

搬入量合計 t 1,481 1,495 1,791 1,760 1,757

残渣量 t 338 328 375 358 378

残渣率 ％ 22.80 21.91 20.92 21.21 21.51

バイオガス化処理量 t 1,143 1,167 1,416 1,402 1,379
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※全道・全国平均の出典：「環境省 一般廃棄物実態調査 処理状況」 

図２-７ 最終処分率 
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9,000

12,000

15,000

18,000

H27 H28 H29 H30 H31

84.0 84.1 82.6 82.8 82.7 

19.4 19.7 18.2 17.2 

10.0 9.7 9.4 9.0 0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

80.0

90.0

H27 H28 H29 H30 H31

北広島市 全道平均 全国平均

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）最終処分率 

最終処分率は、80％台で横ばい傾向にあります。焼却処理等による最終処分対象物の減

容化を行っていないため、全道や全国の平均と比べて最終処分率が大きくなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）残余年数 

  令和２年５月に測量を行った結果、残余容量は 62,766 ㎥でした。第６期最終処分場の

計画埋立終了年度は令和７年度ですが、計画値を超える量の廃棄物が排出されており、こ

のままのペースで埋め立てられた場合、令和４年度に埋立が終了する見込みです。 

【ｔ/年】 

【％】 

図２-６ 最終処分量 

【年度】 

【年度】 



28 

 

図２-９ 事業系普通ごみの組成分析結果に基づく割合（過去５年間の平均値） 
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0.83 ％
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18.13 ％

19.40 ％

１０ ごみの組成分析                               

市が毎年実施している普通ごみのごみ質組成分析結果を以下に示します。 

家庭系普通ごみの過去５年間の重量割合の平均値は、生ごみが 29.63％、資源ごみが

19.43％、普通ごみが 25.04％、破砕しないごみが 0.83％、拠点回収品目が 25.07％となって

います。 

事業系普通ごみの過去 5 年間の重量割合の平均値は、生ごみが 26.01％、資源ごみが

13.12％、普通ごみが 23.35％、産業廃棄物が 18.13％、ミックスペーパーが 19.40％となっ

ています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資源ごみ 普通ごみ 

破砕しないごみ 

拠点回収 

生ごみ 

資源ごみ 

ミックスペーパー 

生ごみ 

図２-８ 家庭系普通ごみの組成分析結果に基づく割合（過去５年間の平均値） 

普通ごみ 
産業廃棄物 
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表２-１８ 家庭系普通ごみの組成分析結果 

表２-１９ 事業系普通ごみの組成分析結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平均

重量比（%） 重量比（%） 重量比（%） 重量比（%） 重量比（%） 重量比（%）

生ごみ 厨芥類 31.56 27.86 26.01 31.72 30.98 29.63

新聞・チラシ・雑誌 5.04 2.62 4.37 5.23 3.21 4.09

書籍類 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

段ボール 0.27 0.49 0.88 0.22 0.57 0.49

紙パック 0.40 0.44 0.28 0.43 0.38 0.39

その他紙製容器 3.20 1.92 3.14 4.98 4.65 3.58

プラスチック製容器 10.60 8.40 8.03 11.61 12.25 10.18

ペットボトル 0.30 0.09 0.05 0.11 0.14 0.14

発泡トレイ 0.17 0.06 0.08 0.16 0.12 0.12

ビン類 0.26 0.22 0.21 0.55 0.34 0.32

アルミ缶 0.05 0.05 0.01 0.03 0.03 0.03

スチール缶 0.04 0.10 0.00 0.02 0.10 0.05

乾電池 0.04 0.05 0.02 0.00 0.14 0.05

蛍光管 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

資源ごみ計 20.36 14.45 17.07 23.34 21.93 19.43

プラスチック類 2.58 2.13 1.65 1.68 1.49 1.90

ビニール類 1.29 0.92 0.53 0.14 0.27 0.63

木・竹・草 4.51 18.51 7.64 8.72 7.88 9.45

瀬戸・ガラス 0.67 2.03 0.11 0.01 0.37 0.64

紙おむつ - - 13.87 15.53 14.43 14.61

その他 1.55 3.01 3.43 3.75 2.97 2.94

普通ごみ計 10.61 30.12 27.22 29.83 27.41 25.04

ゴム・皮革類 0.05 0.07 0.25 0.11 0.27 0.15

金属類 1.60 0.22 0.52 0.54 0.54 0.68

破砕しないごみ計 1.65 0.29 0.77 0.65 0.81 0.83

その他紙類 33.61 24.80 21.50 13.68 16.91 22.10

布類 2.21 2.48 7.43 0.79 1.96 2.97

拠点回収計 35.82 27.29 28.93 14.46 18.87 25.07

100.00 100.00 100.00 100.00 100.00 100.00合計

家庭系調査年月日

ごみ組成

資源ごみ

普通ごみ

破砕しないごみ

拠点回収

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平均

重量比（%） 重量比（%） 重量比（%） 重量比（%） 重量比（%） 重量比（%）

生ごみ 厨芥類 21.19 32.46 22.23 23.16 30.98 26.01

新聞・チラシ・雑誌 4.81 3.24 4.63 4.93 4.84 4.49

書籍類 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

段ボール 0.78 0.88 1.63 0.87 1.31 1.09

紙パック 0.13 0.42 0.17 0.35 1.05 0.42

ペットボトル 3.18 3.77 3.36 3.46 1.69 3.09

ビン類 3.42 2.69 1.60 2.20 1.40 2.26

アルミ缶 0.77 1.10 0.81 1.10 0.87 0.93

スチール缶 0.96 1.43 0.41 0.78 0.54 0.82

資源ごみ計 14.05 13.53 12.62 13.68 11.70 13.12

紙おむつ - - 1.53 2.25 5.37 3.05

その他紙製容器 8.85 5.26 13.89 10.61 7.96 9.32

木・竹・草 8.01 3.95 11.49 2.27 4.06 5.95

布類 8.81 2.73 3.77 2.33 2.07 3.94

その他 0.99 4.44 0.60 3.63 1.91 2.31

普通ごみ計 26.66 16.38 31.27 21.09 21.37 23.35

産廃対象品目 20.20 16.22 13.50 20.70 20.01 18.13

ミックスペーパー その他紙類 17.90 21.41 20.37 21.36 15.94 19.40

100.00 100.00 100.00 100.00 100.00 100.00合計

調査年月日

ごみ組成

資源ごみ

普通ごみ

産業廃棄物
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表２-２０ 温室効果ガス排出量 

図２-１０ ごみ処理経費 

※全道・全国平均の出典：「環境省 一般廃棄物実態調査 処理状況」 

605,351 

658,961 
676,526 

690,741 

723,784 
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11,176 
11,474 

11,815 
12,447 

14,510 

15,727 15,518 

14,780 
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16,000

500,000

600,000

700,000

800,000

900,000

1,000,000

H27 H28 H29 H30 H31

ごみ処理経費 １人あたりの年間ごみ処理経費 全道１人あたりのごみ処理経費

１１ 温室効果ガス排出量の実績                              

 ごみの収集運搬から中間処理、最終処分に至るまでの全過程における温室効果ガス排出

量を示します。 

 温室効果ガスは最終処分において最も多く排出されていますが、生ごみの収集量増加に

向けた啓発活動や古着古布、ミックスペーパーの回収量増加により、平成 30 年度から単位

あたりの温室効果ガスの発生量が多い生ごみや紙類、布類の重量割合が減少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１２ ごみ処理経費                                  

 ごみ処理経費の総額は、増加傾向で推移していますが、１人あたりの年間ごみ処理経費は、

全道平均を下回る水準で推移しています。 

 令和６年度からは広域での焼却処理が開始され、千歳市までのごみの運搬費や、焼却施設

の維持管理費など新たな負担が必要になるため、ごみ処理経費の増加が見込まれます。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【千円/年】 【円/年・人】 

【年度】 

項目（㎏-CO2/年） H27 H28 H29 H30 H31

収集運搬 200,821 202,489 198,867 188,926 193,976

中間処理 432,940 437,132 438,590 439,552 445,332

最終処分 7,996,050 8,456,063 8,313,488 6,834,300 7,196,650

合計 8,629,811 9,095,683 8,950,944 7,462,778 7,835,958
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表２-２１ 家庭系ごみ排出量の評価 

表２-２2 ごみ総排出量の評価 

表２-2３ 最終処分率の評価 

１３ ごみ処理の評価                           

（１）家庭系ごみ排出量の評価 

  評価指標は、1 人 1 日あたりの家庭系ごみ排出量とし、評価基準は、令和６年度におけ

る北海道の目標値（550ｇ）とします。評価は、評価基準を 100 とした評価指数で評価し

ます。 

過去５年間の評価指数の実績は、評価基準を 5～10 ポイント程度下回った数値で推移

しています。 

 

 

 

 

 

 

（２）ごみ総排出量の評価 

  評価指標は、1 人 1 日あたりのごみ総排出量とし、評価基準は、令和６年度における北

海道の目標値（900ｇ）とします。評価は、評価基準を 100 とした評価指数で評価します。    

過去５年間の評価指数の実績は、評価基準を 5～10 ポイント程度下回った数値で推移

しています。 

 

 

 

 

 

 

（３）最終処分率の評価 

  評価指標は、最終処分率とし、評価基準は、平成 30 年度の全道平均値（17.2％）とし

ます。評価は、評価基準を 100 とした評価指数で評価します。 

過去５年間の評価指数の実績は、評価基準を 80 ポイント程度下回った数値で推移して

いますが、焼却処理等による最終処分対象物の減容化により、全道平均値に近づくことが

見込まれます。 

 

 

 

 

 

H27 H28 H29 H30 H31 評価基準

家庭系ごみ1人1日あたり排出量

（ｇ/人・日）
593 583 593 589 582 550

評価指数 92.2 94.0 92.2 92.9 94.2 100.0

H27 H28 H29 H30 H31 評価基準

1人1日あたりのごみ総排出量

（ｇ/人・日）
962 963 962 952 954 900

評価指数 93.1 93.0 93.1 94.2 93.9 100.0

H27 H28 H29 H30 H31 評価基準

最終処分率（％） 84.0 84.1 82.6 82.8 82.7 17.2

評価指数 20.5 20.5 20.8 20.8 20.8 100.0
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表２-２４ ごみ処理経費の評価 

表２-２５ 現計画の目標達成状況 

H27 H28 H29 H30 H31 評価基準

10,236 11,176 11,517 11,815 12,447 14,780

130.7 124.4 122.1 120.1 115.8 100.0

1人あたりの年間ごみ処理経費（円）

評価指数

（４）ごみ処理経費の評価 

  評価指数は、1 人あたりの年間ごみ処理経費とし、評価基準は、平成 30 年度の全道平

均値（14,780 円）とします。評価は、評価基準を 100 とした評価指数で評価します。 

過去５年間の評価指数の実績は、評価基準に比べ高い水準で推移していますが、減少傾

向となっており、焼却処理の開始に伴いさらに減少することが見込まれます。 

 

 

 

１４ 現計画の目標達成状況                            

 平成 24 年 3 月に策定した「北広島市一般廃棄物処理基本計画」の見直しを行うにあたり、

改定前の計画で掲げた目標と実績を比較します。 

 

（１）家庭系ごみ 

家庭系ごみは、ステーション収集とクリーンセンターへの直接搬入の２つに分けて目標

設定をしています。 

１人１日あたりの（収集）家庭系ごみ排出量の目標は 510ｇ/人・日のところ、平成 31 年

度実績は 509ｇ/人・日で目標を達成しています。 

家庭系直接搬入ごみの排出量の目標は 335ｔ/年ですが、平成 31 年度実績は 1,551ｔ/年

でした。 

 

（２）事業系ごみ 

事業系ごみの排出量の目標は 4,430ｔ/年ですが、平成 31 年度実績は 5,500ｔ/年でした。 

 

（３）リサイクル率 

リサイクル率の目標は 28％ですが、平成 31 年度実績は 21％でした。 

 

（４）温室効果ガス排出量 

１人１日あたり温室効果ガス排出量の目標は 0.313 ㎏-CO２/人・日ですが、平成 31 年度

実績は 0.370 ㎏-CO２/人・日でした。 

 

 

 

 

 

達成状況

１人１日あたりの（収集）家庭ごみ排出量 510 ｇ/人・日 509 ｇ/人・日 〇

家庭系直接搬入ごみの排出量 335 ｔ/年 1,551 ｔ/年 ×

事業系ごみの排出量 4,430 ｔ/年 5,500 ｔ/年 ×

リサイクル率 28 ％ 21 ％ ×

１人１日あたりの温室効果ガス排出量 0.313 ㎏-CO2/人・日 0.370 ㎏-CO2/人・日 ×

目標値 実績値（平成31年度）
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１５ ごみ処理に関する課題                              

（１） 家庭系ごみの減量化 

  １人１日あたりの家庭系ごみの排出量は、全道平均を上回る状況が続いており、削減を

図る必要があります。また、普通ごみの組成分析の結果、分別することでリサイクルでき

るものが、７割程度含まれているため、市民のごみの分別やリサイクルに取り組む意識の

向上のための施策を講じる必要があります。 

 

（２） 事業系ごみの減量化 

 事業系ごみの排出量は、全道平均を下回る状況ですが、令和５年の北海道ボールパーク

F ビレッジの開業等により、事業活動が活発になることが見込まれており、排出量が増加

傾向に転じると予想されます。事業系普通ごみは、組成分析の結果６割程度がリサイクル

可能であり、適正なごみの分別を促進する必要があります。 

 

（３） 収集運搬体制 

  ごみステーションの収集は、市内を３地区（月・木地区、火・金地区、水・土地区）に

分けて週６日の収集を行っていますが、近隣市町村の収集体制（土・日を除く週５日の収

集）や、収集事業者のごみ収集員の確保の観点から、収集頻度や収集曜日などについて検

討を行う必要があります。また、現在のステーション収集は、収集日による収集品目の違

いにより、曜日ごとのごみステーションへの排出量に大きな差があることから、収集作業

の効率化のため、各収集日の収集品目についても検討を行う必要があります。 

  また、令和６年度から広域での焼却処理を行い、焼却施設の建設地である千歳市までご

みを運搬することになるため、運搬効率や経済性を考慮し、市内において中継施設の建設

を検討する必要があります。 

 

（４） 中間処理 

  平成 23 年度から生ごみのバイオガス化処理を下水処理センターで行っていますが、家

庭系生ごみは、当初の計画搬入量の約 60％しか搬入されていません。事業系生ごみは、

平成 29 年度のごみ処理手数料改定の際に、生ごみ処理手数料を据え置くとともに、事業

所の訪問指導を行ったため収集量が増加しましたが、当初の計画搬入量の約 40％にとど

まっており、収集量増加のため市民・事業者への更なる周知、啓発の徹底を行う必要があ

ります。 
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（５） ミックスペーパー（雑紙類）の処理 

  平成 29 年 11 月から家庭系ミックスペーパーの拠点回収を行っていますが、回収量が

想定した量よりも多く、回収バッグに収まらないほどの量が排出されていることや、拠点

までの距離が遠いため、高齢者等の協力が得られづらいことなどから、回収方法の検討を

行う必要があります。また、平成 31 年度から事業系ミックスペーパーの回収を開始しま

したが、分別して排出する事業者が少ないため、事業者への周知や訪問指導の徹底を行う

必要があります。 

 

（６） 最終処分 

  ごみ減量化の推進や資源ごみの分別の徹底、生ごみの資源化等の取り組みにより、埋立

処分量の削減を図っていますが、ごみを減容できる焼却施設を有していないため、埋立処

分量が他自治体と比べて多くなっています。 

  現在使用している第６期最終処分場は、埋立処分を行う期間を 10 年間として整備し、

平成 27 年度から埋立を行っていますが、建設時の計画量を超える量が排出されているこ

とから、埋立期間に影響が出ると見込まれています。令和６年度から広域での焼却処理が

開始され、埋め立てるごみの種類や量が変化するなど、今後、最終処分場を取り巻く環境

が大きく変化していくため、最終処分をどのように行っていくべきかを検討する必要が

あります。 

 

（７） ごみ処理経費 

  本市のごみ処理経費は、全道平均に比べ低い水準にありますが、ここ数年増加傾向で推

移しており、更に、令和６年度から開始される広域での焼却処理に伴い、収集運搬費及び

最終処分費の増加が見込まれることから、今後も、収集運搬から中間処理、最終処分に至

る全ての過程で効率化を図り、可能な限りごみ処理経費の縮減を図っていく必要があり

ます。 

 

（８） 高齢者等のごみ出し困難者への支援 

  ごみ出しの困難な状況にある高齢者等への支援として庭先収集を行っていますが、高

齢化により対象者数が年々増加し、今後も同様の傾向が続いていくことが見込まれるこ

とから、効率的な収集体制や適正な分別・処理の方法について検討する必要があります。 

 

（９） 海洋プラスチック 

   現在、世界全体で年間数百万トンを超えるプラスチックごみが海洋に流出していると

推定されており、地球規模での環境汚染として大きな問題となっていることから、プラ

スチックごみの排出抑制や分別の徹底のほか、海洋流出しても影響の少ないバイオプラ

スチックを用いたごみ袋の利用等を行う必要があります。  
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（10）災害廃棄物の処理体制の整備 

  近年、平成 30 年北海道胆振東部地震などの大地震や、令和元年東日本台風による水害

の発生といった大規模災害が頻発していることから、災害時に発生する廃棄物を適正か

つ迅速に処理する体制を整えるため、早急に災害廃棄物処理計画を策定する必要があり

ます。 

 

（11）クリーンセンター内レイアウトの見直し 

昭和 54 年に建てられた管理棟は老朽化しており、建替えを含めた更新・修繕を検討す

る必要があります。また、近年、家庭系ごみのクリーンセンターへの直接搬入が大幅に増

加していることから、クリーンセンター内の混雑回避や安全確保などに対応するととも

に、ごみ処理の広域化に対応したクリーンセンター施設全体のレイアウトの見直しを検

討する必要があります。 

 

 

１６ クリーン北広島推進審議会                           

 令和 2 年 6 月 3 日にクリーン北広島推進審議会に対し、市長より「ごみ減量化の具体的方

策について」及び「ごみ処理の広域化に向けた体制の整備について」の審議について以下の

とおり諮問しました。 

 諮問書を受け、クリーン北広島推進審議会において計５回の審議を行い、令和 2 年 11 月

16 日に「ごみ減量化の具体的方策及びごみ処理の広域化に向けた体制の整備について」と

題した答申書がまとめられ、以下のとおり市長へ交付されました。 
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北広環境第１６６号 

令和２年６月３日 

 

クリーン北広島推進審議会 会長 様 

                      北広島市長 上野 正三  

 

諮 問 書 

 

 国が循環型社会の形成実現に向け、「循環型社会形成推進基本法」を制定して

から２０年が経過し、廃棄物処理行政を取り巻く状況も社会情勢の変化に伴い、

時々刻々と変化しております。 

 

北広島市の廃棄物行政におきましては、限られた最終処分場の延命化のため、

生ごみの分別収集量増加につきましては、平成２７年度から生ごみを排出してい

る事業所に対する訪問指導を、平成２８年度から市職員による早朝ごみステーシ

ョン啓発を行っており、雑紙類の資源化につきましては、平成２９年度から家庭

系ミックスペーパーの拠点回収を、平成３０年度から事業系ミックスペーパーの

分別収集を実施するなど、ごみの減量化に努めてきたところであります。 

 

 これらの取組により、生ごみやミックスペーパーを含む資源ごみの収集量は増

加傾向にありますが、現行の一般廃棄物処理基本計画における減量化・資源化目

標に届かない実績であり、分別の更なる徹底が課題となっております。 

 また、工業団地の造成等による事業活動の活発化により、事業系ごみが増加傾

向にあり、令和５年度開業予定の北海道ボールパークＦビレッジの影響により更

なる増加も見込まれます。 

 

 加えて道央廃棄物処理組合による広域でのごみの焼却処理が令和６年度から開

始される予定であり、ごみ分別区分や収集運搬など、本市におけるごみ処理シス

テムが大きく変化することから、ごみ処理方法や処理施設など様々な体制の整備

を進める必要があります。 

 

 つきましては、一般廃棄物処理基本計画改定の方向性を検討するため、下記の

事項についてご審議くださるよう諮問いたします。 

 

記 

 

１ ごみの減量化の具体的方策について 

２ ごみ処理の広域化に向けた体制の整備について 
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ごみ減量化の具体的方策 

及び 

ごみ処理の広域化に向けた体制の整備について 

（答申） 

 

 

 

 

 

 

令和２年１１月 

クリーン北広島推進審議会 
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令和２年１１月１６日 

 

 北広島市長 上野 正三 様 

 

クリーン北広島推進審議会 

会長 石井 一英 

 

 

ごみの減量化の具体的方策及びごみ処理の広域化に向けた体制 

  の整備について（答申） 

 

 令和２年６月３日付けで諮問のあったごみの減量化の具体的方策及びごみ

処理の広域化に向けた体制の整備について、次のとおり答申いたします。 
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答 申 書 

 

 北広島市は、平成２３年度に一般廃棄物処理基本計画を策定し、びん・缶・

ペットボトル、プラスチック製容器包装ごみ、紙製容器包装ごみ、生ごみ、ミ

ックスペーパーなどの資源化を中心とした廃棄物の３Ｒと適正処理の推進を

図ってきましたが、焼却施設を保有していないことから、それ以外の普通ご

みなどの埋立を基本とした一般廃棄物の管理を行ってきました。 

現在、令和５年の北海道ボールパークＦビレッジ開業や、令和６年度のご

み処理の広域化の開始が予定されており、ごみの発生量増加や処理システム

に大きな変化が見込まれていることから、一般廃棄物処理基本計画を見直し

改定することになりました。 

北広島市の一般廃棄物に関する現状として、家庭系ごみについては、生ご

みを専用袋に入れて普通ごみと分別排出することがなかなか浸透せず、また、

ミックスペーパーにおいてもリサイクル可能なものが、普通ごみとして排出

されており、更なる分別による減量化の施策が求められるところです。 

事業系ごみについては、一部の事業所への訪問指導の成果として、生ごみ

分別量は増加傾向で推移しているものの、まだ一部にとどまっており、また、

ミックスペーパーの分別も進んでいないことから、早急な分別・減量化対策

が必要な状況にあります。 

平成２７年度から埋め立てを開始している第６期最終処分場においては、

計画量を大きく超える量のごみが埋め立てられており、最終処分場の延命化

を図るべき逼迫した状況になっていること、そして前述しましたように、ご

み処理の広域化により焼却処理が開始することなど、廃棄物行政を取り巻く

環境が大きく変わろうとしています。 

今審議会では、一般廃棄物処理基本計画改定の方向性を検討するため、「ご

みの減量化の具体的方策及びごみ処理の広域化に向けた体制の整備について」

の諮問を受け、審議を行った結果、「１ 家庭系ごみの減量化方策」、「２ 事

業系ごみの減量化方策」、「３ 広域化に向けた体制の整備」、について以下の

とおり答申するものです。 
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１ 家庭系ごみの減量化方策について 

（１）生ごみの分別率向上について 

 過去の審議会からの答申を受け、市民に対して資源となる生ごみ分別の周

知徹底・指導を行ってきた経緯があるが、普通ごみの組成分析の結果では生

ごみが未だ約３０％混入している状況である。生ごみを普通ごみの袋に入れ

て排出しても収集されることが、分別が進まない主な要因であると考えられ

ることから、生ごみ分別の仕方などの周知を再度行ったうえで、生ごみが普

通ごみに多量に混入している場合には、不適正ごみとして収集をせず、ごみ

ステーションに置いていくなど、厳しい対応をすることも必要である。 

 

（２）ミックスペーパーの分別率向上について 

 普通ごみの組成分析の結果、ミックスペーパーの対象となる紙類が約１

５％混入している状況である。平成２９年度からミックスペーパーの拠点回

収が開始され、収集量は増加傾向だが、高齢者などの遠くの拠点まで運搬す

ることが困難な方は排出が難しい状況である。よって今後は、回収拠点を増

加させミックスペーパーの分別に取り組みやすい環境にしていくことが必要

である。 

 

（３）自己搬入受入基準の厳格化について 

 クリーンセンターでは、自己搬入の受入を市民サービスとして行っている

が、近年、搬入量が増加傾向にあり、１０年前の約５倍になっている。受入基

準としての分別が守られないため作業員の大きな負担になっていること、そ

して、資源回収が進まず最終処分量の削減が見られないことから、今後は、

分別が不十分である場合には受け入れを拒否するなど、受入基準を厳格化す

ることが必要である。 

 

 

２ 事業系ごみの減量化方策について 

（１）生ごみ及びミックスペーパーの分別率向上について 

 事業系普通ごみの組成分析の結果、生ごみとミックスペーパーの対象とな

る紙類が多量に混入している状況である。事業系ごみは廃棄方法が多様であ

り、実態が把握しづらいことから、廃棄物を多量に排出する大規模事業所を

対象に事業所訪問を行い、適正な分別・減量化を促進することが必要である。 
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（２）受入基準の厳格化及び展開検査の実施について 

クリーンセンターでは、受け入れた事業系ごみの中身の確認が不十分なた

め、事業系一般廃棄物に本来分別すべき産業廃棄物などの不適物が混入して

いる状況が多く見られている。混入防止のため、中身の確認を徹底し、受入

基準を厳格化することや、展開検査を抜き打ち実施して、不適物が確認され

た場合には受け入れを拒否することが必要である。 

 

（３）事業系一般廃棄物処理手数料の適正化について 

平成２９年度から事業系一般廃棄物処理手数料を１１８円／１０㎏、事業

系生ごみ処理手数料を８６円／１０㎏としている。事業系一般廃棄物処理手

数料は、事業系一般廃棄物に関する費用の１／２の額として算出しているが、

消費税の増税や人件費の上昇など、処理費用が増加傾向にあることから、手

数料の算出方法も含め処理手数料の適正化について検討が必要である。 

 

 

３ 広域化に向けた体制の再構築について 

（１）ごみステーションの収集体制見直しについて 

 現在、市内を３地区に分類し、それぞれ週２回（月～土曜日）ごみステーシ

ョンから収集を行っている。収集員の働き方改革の推進や、１つのごみボッ

クスに多品目が排出されていることによる収集効率低下の解消及び分別促進

などの観点から、収集を行う曜日や、１日に回収する品目数を変更するなど

の収集運搬体制の再構築が必要である。 

 

（２）焼却施設までの効率的かつ経済的な運搬について 

令和６年度からごみ処理の広域化により建設される焼却施設（千歳市）ま

で可燃ごみを運搬する予定であることから、運搬距離がこれまでより長くな

るため、分別すべき生ごみなどの資源を可燃ごみに混ざらないよう徹底して

可燃ごみの量を減らし、大型車両にごみを積み替えて焼却施設まで運搬する

ための中継施設を整備するなど、効率的かつ経済的な運搬方法について検討

が必要である。 
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（３）最終処分場の確保について 

 令和２年５月に行われた測量調査の結果、現在使用している第６期最終処

分場の残容量は３７％であり、焼却処理が開始される令和６年度より早く埋

立が終了する見込みである。家庭系・事業系ごみの最終処分量の一層の削減

はもとより、かさ上げを行うなど、最終処分場の確保が必要である。 

 

 

４ その他 

（１）多様な媒体を用いた周知について 

 現在、ごみ分別冊子「クリーンタウン北広島」や市ホームページなどを用

いてごみに関する情報の周知を行っている。しかし、学生などの若年層に情

報が行き届きづらいことや、ホームページから分別方法などの知りたい情報

を得ることが難しいといった課題があるため、検索のしやすいごみ分別アプ

リの導入や、ごみ袋にホームページの分別方法ページを読み込むＱＲコード

を印刷するなど、多様な媒体を用いた周知が必要である。 

 

（２）市民団体などとの協働体制の構築について 

 現在、環境に関する市民団体と協働し、リサイクルの推進などに関する講

習会や、見学研修会を行っている。市としては、焼却処理の開始に伴う分別

区分や収集体制の変更に関する市民説明会を行う予定である。さらに幅広い

層の市民に周知するため、環境に関する市民団体及び町内会などとの協働体

制の構築が必要である。 

 

 

５ まとめ 

今回答申する内容は、諮問の「ごみ減量化の具体的方策」及び「ごみ処理の

広域化に向けた体制の整備」についてであるが、市が検討している施策を実

現するためには、市長のリーダーシップのもと、市、市民及び事業者の３者

がそれぞれの役割や責任を果たしていく必要がある。 

特に、現在使用している第６期最終処分場は、計画量を超える廃棄物が埋

め立てられ、極めて逼迫している状況にある。生ごみの分別の強化及び事業

系ごみの分別・減量化については、上記で提言したように市が主体となり、

市民や事業者の協力と理解を得ながら、時には基準を厳格化し厳しい対応を

とるなど、徹底的に取り組まなければならない。また、施策の見直しと検証

を随時行いながら進めていくべきである。 
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令和５年の北海道ボールパークＦビレッジ開業、令和６年度のごみ処理の

広域化による焼却処理の開始など、ごみの分別方法や収集体制に大きな変化

がある今こそ、市民のごみに対する意識や行動を変える絶好の機会であると

考える。市長から市民へ、北広島市の環境とごみ処理についての発信、ＳＤ

Ｇｓの目標達成や脱プラスチックなどの新たな課題の解決に向けた今後の市

の取組を期待する。 

最後に、今回の答申をもとに、ごみの減量化とごみ処理の広域化に向けた

新たな一般廃棄物管理体制が構築され、次世代に向けた北広島市の環境保全

を願い、答申の結びとする。                    

以上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


